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はじめに 〜中期計画策定にあたって〜 

 

BHNテレコム支援協議会（以下 BHN）は、「情報通信も Basic Human Needs（衣食住など

生活基盤を構成する要素）の一つである」との信念のもと、1992 年に設立されました。2017

年 9 月には、お蔭様で設立 25 周年を迎えることができましたが、世界は今、大きな変化の

時を迎えています。グローバリゼーションの進展と反グローバリズムや保護主義の高まり、

朝鮮半島情勢の不安定化、長引く地域紛争や難民の流出、世界各地で多発するテロの脅威、

益々拡がる貧富の格差、気候変動等の環境問題など、世界はこれまで経験したことのない新

たな脅威や社会的諸課題に直面しています。 

このような社会情勢のもと、2015年 9月には「持続可能な開発目標（SDGs）」が国連総会

において採択されました。SDGs は、国際社会が直面する経済・社会・環境の諸課題を包摂

しており、2030 年に向けて国際社会が協力して SDGs の推進に取り組むことが期待されて

います。SDGs は様々な社会課題の解決を目指すものですが、BHN の強みでもある情報通信

技術（ICT）はあらゆる社会課題解決に必要不可欠なツールでありソリューションでもあり

ます。ICT を社会課題解決に活かしていくことが、SDGs 時代の国際協力には求められてい

ますし、BHNの役割もそこにあるといえます。 

BHN 内部の状況に目を移しますと、これまでは企業 OB の方々のボランティア活動が中

心でしたが、複雑化する社会課題や緊急人道支援活動への迅速な対応のためには、事業領域

のより高度な専門性やスピーディーな対応も求められます。これからの BHNは、外部環境

の変化に併せて支援活動の質を向上させることで SDGs の達成に寄与していくことが必要

です。そのためには、安定的な財源確保も喫緊の課題となっていますし、企業 OBなどのア

クティブシニアに加えて女性や若者を含めた多様な人材が BHNの活動に参加し、それぞれ

の専門性を発揮できるような組織づくりも重要となってきています。 

このように、世の中が大きく変わろうとしている今、BHN も変わらなければいけない時

期にきています。BHN の強みを活かしつつ、顕在化してきた諸課題を克服し、中長期的な

視点に立って BHNが向かうべき方向性を明確にし、事業・組織・財務を一体化して強化し

ていく必要があります。「ICT を活用して、NGO の立場から、SDGs の達成に寄与する」と

いう BHNの掲げる中長期活動目標を具現化するためにも、「支援の質の向上」を中心テーマ

として、この度中期計画（2018年～2020年）を策定することになりました。 

本中期計画の実現に向けて、皆さまのご支援・ご協力をよろしくお願いします。 

 

特定非営利活動法人（認定 NPO法人）BHNテレコム支援協議会 

2018年 4月 
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Ⅰ ビジョン・ミッション・活動の 3 本柱 

 

 BHN のビジョン、ミッション、活動の 3 本柱は以下に記すとおりです。また、これらビ

ジョン、ミッションを達成するために、現在 BHN は「ICT を活用し、NGO の立場から、

SDGs の達成に向け寄与する」という中長期活動目標を掲げています。 

本中期計画は、BHN のビジョン、ミッション、中長期活動目標を達成するために、BHN

が中期的に目指すべきことを事業・組織・財務面からまとめたものです。 

 

 

【ビジョン －目指す世界－】 

 世界中の誰もが、いかなる環境・状況においても、必要な情報の発信・受信が 

可能になり、安全・安心を守ることができる社会を目指します。 

 

 

【ミッション －果たす役割－】 

 情報通信を活用し、開発途上国や被災地の人々の安全・安心を守り、 

生活環境の改善や社会的課題の解決に寄与します。 

 

 

【中長期活動目標】 

ICTを活用し、NGO の立場から、SDGs の達成に向け寄与します。 

 

 

【活動の 3本柱】 

生活向上のための支援活動【社会開発支援】 

緊急時の人道支援活動【緊急人道支援】 

人を育てる支援活動【人材育成支援】 

 

 

【活動推進の基軸】 

 BHNは、「情報＝命を守り、生活を豊かにするために不可欠なもの」 

という認識に立ち、「ICTの活用」を基軸においた活動を推進します。 
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Ⅱ BHNをとりまく内外の状況 

 

 中期計画の策定にあたって、まずは BHN を取り巻く内外の状況を整理しました。以下に

記す外部要因・内部要因をふまえたうえで、求められる成果を見据えて、実行可能な活動計

画を立案することが必要とされます。 

  

まず、外部要因としては、以下の事柄が挙げられます。 

 

《機会：ポジティブな要因・動向》 

・ SDGs 達成の動き：多セクターが連携して SDGs の達成が謳われる中、NGOに対する注

目は高く、BHN が有する専門性や活動推進能力への期待が一層高まることが予想され

る。  

・ ICTへの注目：ICT は個人の生活の利便性や娯楽の提供に留まらず、社会をよくするた

めのソリューションの側面も大きく、途上国支援の現場においてもその有用性の発揮が

益々見込まれる。 

・ 人材の流入：ソーシャル・イノベーションへの関心や注目の高まりから、NGO にも専

門性や経験を有する人材の流入が見られ、BHN の活動を推進する多様な人材の獲得も

見込まれる状況になりつつある。 

・ 活動資金確保：助成金や補助金、休眠預金や遺贈など多様な寄付手段の増加など、信頼

と共感を得る活動に対する資金調達が展開しやすい状況にある。 

 

 

《脅威：ネガティブな要因・動向》 

・ 競合団体の存在：途上国支援を行う団体は少なからず存在し、助成金・補助金の申請や

資金調達において、競合団体との差別化が求められている。 

・ 災害・事故等のリスク：BHN の活動現場は被災地やインフラの整わない遠隔地、社会

情勢が不安な地域などが主であり、災害や事故により活動基盤が損害を被ったり、人員

に危険が及ぶリスクがある。 

・ ICT技術の進歩：ICT の技術やソリューションは日々進化しており、使用する ICT はす

ぐに陳腐化し、利用できなくなる可能性がつきまとう。 
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 次に、内部要因としては、以下の事柄が挙げられます。 

 

《強み》 

・ 実績：25年をこえる活動の実績は、ステークホルダーからの信頼もあつく、新たな活動

展開を推進する基盤のひとつとなっている。 

・ ICTに通暁する人材：BHNの役員・スタッフ・関係者には、情報通信業界の企業 OB等

の人材が多く、その専門性は他団体にはない特徴である。 

・ 関連企業との連携・支援：情報通信業界の企業や団体とのネットワークにより、活動に

対する有形無形の支援を得ることができる関係性を有する。 

 

 

《弱み》 

・ 組織体制：現状の組織体制は、PM（プロジェクト・マネージャー）単位で事業が縦割

りで推進されており、横串を刺せる体制がない。意思決定も、実質的には理事長と各 PM

を中心に行われている。そのため、持続性・継続性、外部環境の変化への迅速な対応、

多様性、公平性、ノウハウの蓄積、判断基準、透明性などの顕在的・潜在的な課題を抱

えている。 

・ 財政基盤：自己財源比率が低く、収入に占める助成金・補助金の割合が高い。助成金・

補助金の獲得を前提とした組織運営がみられ、獲得できない時のリスクが高い。 

・ 成果の定量化・定性化：活動により生み出された成果の可視化が不十分で、とくに対外

的に理解や共感を得ることが十分ではない。また、活動により生み出された成果の分析・

検証が不十分で、とくに対外的に理解や共感を得るための働きかけが十分ではない。 

・ 人材の育成：BHN の組織運営を担う人材（役員・スタッフ等）の能力強化の取り組み

が不十分であり、人材の能力開発が進まないことが、より高い成果を生み出す活動を推

進するうえでの阻害要因にもなり得る。 

 

以上の内外の状況をふまえると、SDGs 達成の気運の上昇など、BHNが現在置かれている

外部の状況は決してネガティブなものではなく、むしろ追い風が吹き始めているともいえ、

人材や資金を獲得しながら活動を円滑に推進できる環境下にあるといえます。 

しかし、そうしたポジティブな状況を十分に生かし切るだけの組織体制や財務基盤は現状

の BHNでは十分とは言い切れず、機会を損失する可能性も否定できません。  

これまでの活動実績をふまえつつ、社会の期待に応える活動を立案し、その安定した推進

が叶う組織体制の見直しと財務基盤の強化というテーマが、内外の状況の分析から導き出さ
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れます。 

したがって、本中期計画は、「支援の質の向上～より高い社会的インパクトを目指して～」

を主眼とし、以下に記す 4つの重点的なポイントを掲げます。 

 

① BHNの強みを生かした活動の展開 

 

② 組織体制の強化 

 

③ 財務基盤の強化 

 

④ 組織を構成する人材の能力開発 
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Ⅲ 取り組むべき社会課題領域と SDGs 

 

 BHNの強みを生かした活動の推進においては、「アウトサイド・イン（＝社会課題起点）」

の視点に立ち、常に社会ニーズに立脚することが求められます。また、限られたリソースで

最大限の成果（社会的インパクト）を生み出すために、社会課題の重要度・緊急度と BHN

の強みやこれまでの支援活動の実績等を鑑み、今後 BHNが重点的に取り組むべき社会課題

領域を以下のように定め、SDGs と紐付けて定義します。 

 

【重点 SDGs】 

→ BHNが今後重点的に取り組むべき SDGs（社会課題領域） 

・ SDGs 目標 3：「保健・医療」 

・ SDGs 目標 4：「教育」 

・ SDGs 目標 11：「防災・減災」 

 

 

【ベーシック SDGs】 

→ 上記重点 SDGs に取り組む上で必要不可欠な基盤ともなる SDGs（社会課題領域） 

・ SDGs 目標 7：「持続可能なエネルギー」 

・ SDGs 目標 9：「情報通信へのアクセス」 

 

 

【プロセス SDGs】 

→ BHNが行う全ての支援活動や業務遂行の中で留意すべき SDGs（社会課題領域） 

・ SDGs 目標 5：「ジェンダー」 

・ SDGs 目標 8：「ディーセント・ワーク」 

・ SDGs 目標 10：「不平等・格差の是正」 

・ SDGs 目標 13：「環境への配慮」 

・ SDGs 目標 16「腐敗防止」 

 

 

【パートナーシップ SDGs】 

→ 個別 SDGs に取り組む上で欠かせない多様なステークホルダーとの連携・協働 

・ SDGs 目標 17：「パートナーシップ」 
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【新規検討 SDGs】 

→ 今後検討すべき課題として情報収集や調査活動に取り組む SDGs（社会課題領域） 

・ SDGs 目標 2：「食・農業」 

・ SDGs 目標 6：「水」 

・ SDGs 目標 14：「漁業」 

・  

 

上記方針をイメージ化したものが以下に記す「BHN 版 SDGs 構造ツリー」であり、BHN

がビジョン・ミッション達成のために重点的に取り組むべき社会課題領域を SDGs と紐づけ

てイメージ化したものです。 

 

 

＜BHN版 SDGs 構造ツリー＞ 
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Ⅲ 活動計画 

 

【活動の方向性】 

 BHNは、常に途上国や被災地の「現場ニーズ（社会課題）」に立脚し、BHNがこれまで取

り組んできた活動の実績と前述の取り組むべき社会課題領域（SDGs）をふまえて、活動を

行います。 

その際、これまで BHN が活動をとおして築き上げてきた「BHN の財産」（例：CA（情報

伝達）システム、ソーラー発電パネルの設置、コミュニティ放送の設営等に代表される“キ

ー・テクノロジー”と長年の人材育成支援活動等で培ったアジア諸国に跨る“人的ネットワ

ーク”など）を活用して、コミュニティに暮らす人々の生活改善や社会課題解決を目指しま

す。 

また、「社会開発支援」「緊急人道支援」「人材育成支援」という活動の 3 本柱を個別のも

のとして捉えるのではなく、3 本柱の活動が互いに連携し、「緊急人道支援から社会開発支

援へ」、「人材育成支援から社会開発支援へ」とシームレスに繋がるような活動を目指します。 

活動展開地域としましては、これまで BHN が活動を行ってきた国々を中心としたアジア

太平洋地域を中心に活動（プロジェクト）を行います。 

 

【実施プロジェクト一覧】 

１） 社会開発支援  

＜電力や情報ネットワーク整備による生活環境改善支援（保健医療や防災・減災等）＞ 

 

（海外） 

1. CA（情報伝達）システム活用による生活環境改善プロジェクト（→ミャンマー ） 

2. ソーラー発電による住居電化プロジェクト（→ミャンマー） 

3. 移動型コミュニティ放送（バックパックラジオ）プロジェクト（→インドネシア、

アジア諸国） 

4. ICT活用による遠隔医療プロジェクト（→アジア諸国） 

5. 山間地における ICTを活用した母子健康管理支援プロジェクト（→フィリピン） 

6. 保健医療状況改善プロジェクト（→ネパール） 

 

（国内） 

7. ICT活用による被災地コミュニティ活性化支援（→東北、九州） 
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２） 緊急人道支援   

＜ICT活用の側面から自然災害や紛争等の被災者に対する緊急人道支援＞ 

 

３） 人材育成支援 

＜ICT を活用した社会開発や防災・減災等に貢献する人材の育成および SDGs の達成に寄

与し得る人材の育成＞ 

 

1. BHN人材育成プログラム 

2. 地域 ICT利活用研修  

3. SDGs 人材育成プログラム 

 

【実施プロジェクト概要】 

１） 社会開発支援 

1. CAシステム活用による生活環境改善プロジェクト 

ミャンマー・デルタ地帯において、新規 CAシステムの設置とシステムのモニタリ

ングを通じて、災害情報の迅速な伝達を実現する。平常時には同システムを活用し

た保健医療の啓発の取り組みも行う。 

 

 

2. ソーラー発電による住居電化プロジェクト 

ミャンマー・カレン州において、少数民族の帰還により形成されたコミュニティに

ソーラー発電パネルの設置をすすめて電力を普及させ、平和構築に貢献するととも

に生活環境の向上につなげる。 
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3. 移動型コミュニティ放送（バックパックラジオ）プロジェクト 

インドネシアの農村部をはじめ、アジア地域の災害多発国・地域において、軽量移

動式ラジオ局「バックパックラジオ」の普及を進めて、災害により被災地の住民が

情報から遮断されることを防ぎ、被害規模を低減させる。平常時にはコミュニティ

ラジオ局の役割も担い、生活環境の向上に資する情報提供も行う。 

 

 

4. ICT活用による遠隔医療プロジェクト 

アジア諸国において、「モバイルアプリケーションによる農村地域の基本的な保健

医療システム検討」をテーマとした調査研究事業を各国保健省、香川大学、メロデ

ィ・インターナショナル社と連携して実施する。電子健康記録システムの導入、基

礎的な遠隔診療相談、妊婦相談（周産期医療システム）の実現を目的とする。 

 

 

5. 山間地における ICTを活用した母子健康管理支援プロジェクト 

フィリピン・イフガオ州において、遠隔教育システムによる母子保健従事者の研修

充実とモバイル・メッセーシング・システムによる妊産婦の産前健診率の向上に取

り組む。更なる現地調査を実施したうえで、2020 年より取り組みを本格的に実施

する。 

 

 

6. 保健医療状況改善プロジェクト 

ネパール西部・ルクム郡チョウジャリ地域において、更なる現地調査を実施したう

えで、2020 年より遠隔地の農村部の住民の健康衛生状況の改善を目的とする活動

を展開する。 
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7. ICT活用による被災地コミュニティ活性化支援 

宮城・福島・熊本・九州北部において、これまでの被災地支援活動の経験をもとに、

通信環境の迅速な整備などを中心に、日々変化する現地ニーズに沿った支援活動を

実施する。また、現地コミュニティへの円滑な移管を視野に入れて活動する。 

 

 

２） 緊急人道支援 

アジア・太平洋地域において、自然災害等により緊急の人道的支援が必要とされる場

合、JPF（ジャパン・プラットフォーム）をはじめとする他機関・団体とも連携して、

ICTの活用を中心とした緊急人道支援活動を迅速に行う。 

 

 

３） 人材育成支援 

1. BHN人材育成プログラム 

「将来のリーダー育成」の考えのもと、アジア地域の情報通信分野を将来的にけん

引し得る人材育成研修を、本プログラムの 20 年間の成果と教訓をふまえて、実施

する。また、事業損益の改善に向け新たなファンドレイジングにも取り組む。 

 

 

2. 地域 ICT利活用研修  

APT（アジア太平洋テレコミュニティ）の支援スキームを活用して、アジア地域に

おける社会的諸課題を「ICTサービスや e-アプリケーションの利活用」を通じて解

決し得る人材を育成する。電子政府、セキュリティ、保健医療、デジタルデバイド

の解消、スマート社会の構築を中心とした従来の研修テーマに加え、新たに SDGs

を切り口に研修内容の再構築を図る。 

 



14 

BHN中期計画（2018年～2020年度） 

 

3. SDGs 人材育成プログラム 

社会課題起点でビジネスを推進することで SDGs の達成に寄与し得る人材の育成

を目指して、企業向けの SDGs 人材育成研修を実施する。これまで受講実績のあ

る ICT関連企業をはじめ、NTTグループ企業や今後新興国・途上国で社会課題解

決型ビジネスを展開しようとしている企業等に向けて推進する。 
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Ⅴ 収支計画と財務基盤の強化 

 

 BHN の強みを生かした活動を推進するうえで、活動資金の安定的な調達は不可欠です。

前章で列記した一連の活動を推進するために必要な金額を算定し、本中期計画最終年度

（2020 年度）の収支規模・内訳のシミュレーションを行いました。また、2020 年度の収入

規模を達成するための資金調達（ファンドレイジング）に関する整理も試みました。 

 

 

 

金額（千円） 会員数 構成比 金額（千円） 会員数 構成比 2017年比

受取会費 36,760 15% 33,862 10% 92%

正会員 35,946 14% 32,952 10% 92%

法人正会員 35,250 56 14% 32,250 66 10% 91%

個人正会員 696 253 0.3% 702 255 0.2% 101%

賛助会員 814 0.3% 910 0.3% 112%

法人賛助会員 420 10 0.2% 510 13 0.2% 121%

個人賛助会員 394 134 0.2% 400 136 0.1% 102%

受取寄付金 30,773 12% 34,000 10% 110%

一般寄付金 4,801 2% 9,000 3% 187%

指定寄付金 13,592 5% 12,000 4% 88%

ポイント寄付金（一般） 5,669 2% 8,000 2% 141%

ポイント寄付金（指定） 6,711 3% 5,000 2% 75%

資産受贈益 0 0% 0 0% #DIV/0!

受取助成金 148,748 59% 168,500 52% 113%

受取民間助成金 7,020 3% 1,500 0.5% 21%

受取国庫補助金 141,728 56% 167,000 51% 118%

事業収益総計 36,412 14% 89,000 27% 244%

受託事業収益 36,412 14% 88,000 27% 242%

自主事業収益 0% 1,000 0.3% #DIV/0!

その他収益 250 0% 250 0% 100%

雑収益 250 0.1% 250 0.1% 100%

Ὂ ὓ‹׃ 252,943 100% 325,612 100% 129%

自己資金（会費＋寄付金＋自主事業） 67,533 27% 68,862 21% 102%

当期事業費 193,188 81% 266,510 138%

その他経費 45,495 19% 58,294 128%

Ὂ ›ὓ 238,683 100% 324,804 136%

当期経常増減額 14,260 808 6%

Ὂ ᵰ ׃ 0 0 #DIV/0!

Ὂ ᵰ 0 0 #DIV/0!

税引前当期正味財産増減額 14,260 808 6%

法人税、住民税及び事業税 140 140 100%

当期純利益 14,120 668 5%

収入

の部

支出

の部

2017年度（見込み） 2020年度（目標）
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【収支状況の推移（2017 年度→2020年度）】 

 

本中期計画で予定している事業や活動を実施するにあたっては、中期計画最終年度となる

2020 年度には、BHN 全体で 3億 2千 5百万円規模の活動を行う予定です。 

2017 年度の収支見込みと 2020 年度の収支目標を比較すると、総収入額で 72,669 千円の

増加（＋29%）を見込んでいます。費目別では、会費収入が▲2,898 千円（▲8%）、寄付金収

入が＋3,227 千円（＋10%）、助成金収入が+19,752 千円（+13％）、事業収益が+52,588 千円

（+144%）となっています。なお、費目ごとの概況は以下に記すとおりです。 

なお、会費・寄付金の拡大を中心としたファンドレイジングへの新たな取り組みとしまし

ては、後述する新設の「広報・ファンドレイジング」グループが立案するファンドレイジン

グ戦略に基づき、BHN に関わる人たちが一丸となって 2020年度の収支目標達成を目指しま

す。 

 

＊会費収入： 

・ 会費収入はこれまで大口の法人会員の収入が主たる割合を占めてきた。今後は大口の割

合が低下する見込みであり、その減収分を補うためにも、NTT グループ企業以外の法

人会員の新規開拓を行い、大口法人会費収入の減額を少しでも補う努力を行う。しかし

ながら、会員数の増加（+10社）は目指すものの、金額ベースでは大口会費の減額（▲4,000

千円）を補うことは難しい。 

・ 個人会員は、件数の大幅な拡大の目標は立てず、会員データベース（セールスフォース）

の導入・運用や既存会員との適切なコミュニケーションを通じて、現状の個人会員の継

続率の向上をはかる。個人会員の新規獲得については、企業 OB 組織など BHN が保有

する人的ネットワークの活用やターゲット層に合致した広報媒体、広報機会の積極的活

用を視野におく。 

 

＊ 寄付金収入： 

・ 寄付金収入も従来は BHNとつながりの深い企業からの支援が中心であったが、現状の

支援企業による寄付額は減少の傾向にある。今後行われる各事業は、助成金・補助金を

資金の拠り所とするだけでは円滑な活動の推進には不十分であり、各活動の成果の具体

性や共感性を表したうえでプロジェクトごとに指定寄付の獲得を重点的に行う。 

・ 個人からの一般寄付については、新規寄付者のターゲットを明確にしたうえで、ターゲ

ット層に合致した広報ツールや人的ネットワークを戦略的に活用し、新規獲得に努める。

また、遺贈寄付の獲得に向けた体制整備や外部への働きかけ強化についても検討を行う。 
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＊ 助成金・補助金収入： 

・ 社会開発支援の各活動は、相応の資金規模を必要とするため、助成金・補助金の獲得が

不可欠である。外務省、民間団体などの各機関への助成金・補助金の申請・運用には高

い専門性が求められる。人材の能力開発や採用、組織内での申請・運用に関わるノウハ

ウの共有を進めることで、確実に助成金・補助金を獲得し、適切に運用することを心掛

ける。 

 

＊ 事業収入： 

・ JICA（国際協力機構）や APT などの受託事業スキームを活用し、新たな社会開発支援

事業や人材育成支援事業を推進することで受託事業収入を確保する。受託事業の申

請・運用に関しても、助成金・補助金同様にノウハウの共有や適切な資金管理に十分

留意する。 

・ 自主事業に関しては、ICT関連企業等から途上国や被災地での社会課題解決に向けた

ICTの利活用に関する調査事業を請け負うなど、SDGs を主たるテーマとした企業との

連携プログラムを検討する。また、企業や団体、大学を対象に「SDGs」、「SDGs×

ICT」、「NGOと企業の連携」といったテーマで講師派遣プログラムを推進する。この

ような取り組みを通じて、新たな自主事業を増やしていく。 

 

 なお、自己資金（会費・寄付金・自主事業）の目標に関しては、自己資金比率ではなく、

まずは固定費＋αを確保するための自己資金額（絶対値）を目指すこととします。 
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Ⅵ 組織体制の強化 

 

 BHN の強みを生かした活動の推進は、常に高い社会的な成果（インパクト）の創出と対

をなして行われる必要があります。今回の中期計画の主眼点を「支援の質の向上」とするの

も、この考え方に拠るものです。 

 BHNの現状の組織体制を検討した結果、「支援の質の向上」を実現するために、執行機関

を「事業部門」と「管理部門」に分け、それぞれの機能と役割を明確にします。 

事業部門については、活動の 3本柱に沿って「社会開発支援」「緊急人道支援」「人材育成

支援」の 3つのグループを編成します。そのうえで、個々の事業に横串を通し、以下に記す

ような役割と機能を兼ね備えた「事業推進ユニット」を新たに創設します。また、現場のニ

ーズに合致した ICT技術の利活用を検討するために新たに「技術検討チーム」を設けます。 

 

事業推進ユニットの役割（案） 

課題への対

応 

事業チームが直面する課題や横断的な課題に関する分析・検討を

該当チームと協力しながら行う 

勉強会等 事業を実施する上で必要な知識やノウハウを学んだり、経験を共

有したりする機会を提供する 

調整・審議 運営会議に上げる前の事業申請等について内部調整、審議を行う 

モニタリン

グ・評価 

事業の中間・終了時などの節目で事業チームと一緒に振り返りを

行い、ノウハウや教訓の蓄積を図る。また、組織として事業の自己

評価を適切な方法で行えるように、各プロジェクトチームと一緒

にモニタリング・評価を実施する 

事業プロセ

スの標準化 

効率的な事業を実施するための事業プロセスの標準化の検討・共

有 

安全管理 各チームのリスクアセスメントのチェックや安全管理上の課題の

共有 

 

 管理部門に関しては、経営企画や総務、経理、労務などのバックオフィス業務を担当する

「企画・管理」と広報や渉外活動、ファンドレイジングなどを担当する「広報・ファンドレ

イジング」の 2 つのグループを編成します。とりわけ、「広報・ファンドレイジング」グル

ープは、会費と寄付金拡大を主目的に、法人、個人ごとにターゲット層を明確化したファン

ドレイジング戦略を立案し、その実践を BHN に関わる人たちが一丸となって行います。 

本中期計画においては、まずは「支援の質の向上」を目指して、上述のような事業部門の
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強化と事業を支える管理部門の強化に注力しますが、執行機関の強化に一通りの目途がつい

た段階では、関西事務所の役割・あり方の検討、および、理事会を中心とした意思決定機関

の再整備についても検討を行います。 

なお、現状および 2018年 6月以降の新たな BHN組織体制は以下の図に示すとおりです。 

＜現状の体制＞ 

              

 

＜2018年 6月～の体制＞ 
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Ⅶ 人材の能力開発 

 

本中期計画では、組織体制と財務基盤の強化を通じて BHNの強みを生かした活動の展開

を志向するものでありますが、人材の能力強化が伴わなければ計画の十分な実行が伴いませ

ん。そこで、以下に掲げる要件を、BHNの活動推進に関わる人材が身につけるべき能力と

し、担当する役員・職員・ボランティア等の能力開発計画を策定して、研修機会の確保など

能力開発の取り組みを進めます。 

 

【事業部門】 

・ プロジェクト遂行上の安全管理に関する知識・技能の習得・業務への適用 

  ［習得機会］JICA、JaNISS（NGO安全管理イニシアティブ）等が実施する安全管理

研修の受講など 

・ PCM（プロジェクト・サイクル・マネジメント）に関する知識習得・業務への適用 

  ［習得機会］JICAや国際協力諸機関が実施する PCM研修の受講など 

・ プロジェクト評価に関する知識習得・業務への適用 

  ［習得機会］IDCJ（国際開発センター）や国際協力機関が実施するプロジェクト評価

研修の受講など 

・ その他事業遂行上必要とされる知識・能力 

【管理部門】 

・ ファンドレイジングに関する知識・能力の強化・業務への適用 

  ［習得機会］ファンドレイジング関連セミナー・研修の受講／認定資格の取得など 

・ 広報／対外的コミュニケーション・情報発信に関する知識・能力の強化・業務への適用 

  ［習得機会］中間支援組織（JANIC等）が実施するセミナー・研修会の受講など 

・ 会員管理／会員・支援者コミュニケーションに関する知識・能力の強化・業務への適用 

  ［習得機会］中間支援組織、データベース会社が実施するセミナー・研修会の受講／ 

専門家の派遣による指導受講など 

・ 経理業務に関する知識・能力の強化・業務への適用 

  ［習得機会］中間支援組織が実施する NPO会計基準に関するセミナー・研修会の受講

など 

・ 人事・労務に関する知識・能力の強化・業務への適用 

  ［習得機会］中間支援組織や社労士等が実施する人事・労務管理に関するセミナー・研

修会の受講など 

・ その他業務遂行上必要とされる知識・能力 


